












































─ 1978 ～ 2018 年の中小企業政策を巡って ─
A Study on SME Finance System in China





























































































































1979年：「 社 隊 企
業の発展に関する






















































































































































































































































































































































































































































































































































































適 応 す る
（42.36％）
ガバナンス
































































































































































































































































































（ 銀 行、 融 資 先 に
よってはこれ以上
の担保を要求）
（注）１．民営銀行は、アリババ、テンセントなど民間株主が所有し、2015年時点で天津、上海、浙江、広東省で新たに５行が試行された。そして深圳前海
微衆銀行は、初のインターネット民営銀行で、支店を持たない。すでにビッグデータによる信用評価を行っている。スマホ上で自分の信用度の点
数を確認できるサービスはすでによく知られている。
　　２．小額貸付会社は貸出ができるが預金は受け入れられず、資金源は資本金と銀行借入であり、銀行借入は准資本の50％を超えてはならない。
　　３．信用力の評価時に用いる情報源は、MBTシステム（中央銀行）、自行システムに頼る。
（資料）中小企業庁事業環境部金融課『平成27年度中小企業・小規模事業者の海外展開に関わる金融環境等に関する調査事業最終報告書』（2015）、神宮健（2015）
より作成。
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の場合、第三者保証とも呼ばれる他の会社に
よる保証人が必要で、現地企業の中にはこれ
を敬遠して保証を申し込まない企業も多い。
　中国の信用保証制度は歴史が浅く、また地
方政府保証機構の保証によって運営は統一さ
れておらず、モラルハザード防止の具体的な
施策はまだ発展していない。日本の再保険に
該当する仕組みがないため、現在は保証機構
の支払い能力が不足する場合は地方政府が保
証を行うか、財源が不十分な状況である。そ
して民間保証会社の強引な保証（銀行の融資
とセット）により、貸し倒れが発生しており、
中国政府は新たな国有の保証制度を提唱して
いる17）。
　中国企業の平均寿命は短く、統計によると
わずか2.5年となっている。グループ企業の
平均寿命は７～８年で、欧米企業の40年の平
均寿命と比べると、大きな開きがある。中国
企業は数が多いが、その寿命は短く、「１年目
に企業を設立し、２年目に富を築き、３年目に
２．信用保証制度の概要
　中国では信用保証業のスタートは1993年で
ある。1993年に、中国初の信用保証会社、中
国投資担保会社が設立された。そして中小企
業融資のための信用保証制度が整備され、信
用保証機構が本格的に発展したのは1999年以
後のことである16）。現行の中小企業信用保証
システムは、政策性の国有信用保証機構を中
心として、広大な民間信用保証機構と組合制
相互信用保証機構が参加する特色を持ってい
る（図３参照）。そして信用保証会社も融資
型と非融資型に分類されている。2015年、中
国にはおよそ8,000社の信用保証会社が存在
し、保証額は全体で4,300億ドルに上る。こ
うした信用保証会社の３分の１程度が国有で
あり、保証額は全体の60％以上を占める。
　中国の信用保証の特徴は、政府系、民間と
もに保証割合が100％であること、これは銀
行側のモラルハザードを引き起こしやすい状
況にあるといえる。しかし、民間による保証
図３　中国の信用保証制度
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Ⅳ　結び
　中小企業金融を強化する支援体制について
は、中国は日本に学ぶべきである。一つは政
策性中小企業専門金融機関を設立することで
ある。今一つは、日本のような制度融資スキー
ムの導入である。そのための資金は財務省か
ら国有銀行経由で中小企業に流れるという、
中国の制度に見合った制度金融を創設すると
いう道しかない18）。これは、中国経済の民主
主義への第一歩となろう。
注
１）岡村　志嘉子「【中国】中小企業促進法の改正」 
国立国会図書館調査及び立法考査局　2017年11月。
２）同法は2002年６月に制定されたが、その後2017
年６月に改訂され、中国の中小企業に関する最初
の専門法律として2018年１月１日から施行された。
３）企業資産の所有形態の違いにより、中小企業は
国有、集体（集団）所有、個人及び私営（民営）、
三資の企業に分けることができる。集団所有制企
業とは、企業資産が集団に帰属する企業であり、
主として都市の集団所有制企業と郷鎮企業が含ま
れる。都市集団所有制企業は企業財産が企業職工
の所有に属し、共同労働が実行され、労働に応じ
た分配を主体とする公的企業である。また、郷鎮
企業は、農村の集団経済組織および農民個人が主
に投資して郷鎮や村が起こした農村支援義務を負
う企業である。即ち郷、鎮に所属する公的企業と
私的企業である。「農業から生まれ、血縁上、地
理上、経済上、農村と密接な連繁を持ち、農民に
属する自主的経営・独立採算の経済組織であり、
それは都市商工業に対して使われる言葉である」
候（1990）。三資企業は、中国において外国企業
が設立した合弁、合作、独資の３形態の企業を指
す。
４）日本の中小企業庁に相当。
５）孫 岩巍「所有制からみる郷鎮企業の発展」中
倒産する」という道をたどっており、実力を
つけられる企業は数えるほどである。
　中国が分権的市場経済体制を構築し、民営
化に本格的に取り組む時期がもう迫ってきて
いる。現在の構想中の「中国モデル」は、仮
設的なモデルに過ぎない。何が国家の役割で、
何が市場の役割かという根本的な問題が解決
されない限り、中国のガバナンスシステムが
崩れる。従って、改革のキーワードは、「中小
企業金融制度構築」である。
　中国は、非公経済36条という法律により初
めて、個人及び私営企業などの民営企業が、
法律上で国有企業と同等の権利や待遇を受け
ることが認められた。非公経済36条は、その
内容を主に７つの点に要約できる。①民営経
済の市場参入の公平性を確保する、②民営経
済への財政・税金・金融支援を強化する、③
民営経済に対する社会支援体制を整える、④
民営企業の利益及び従業員の権益を保護する、
⑤民営企業自らの能力を改善する、⑥民営経
済への監視制度と管理方法を改善する、⑦民
営経済への指導を強化する、など。しかし、
これらはまだ現実化されていない。従って、
中小企業の廃業率が極めて高い。
　要するに、中国中小企業金融の問題は資金
供給側の問題として制度の問題もあれば、資
金の借手である中小企業が問題点としている
金融機関の行動、さらに信用保証制度や信用
保証会社の問題が挙げられる。
　筆者は、中小企業金融問題は、非市場経済
体制の「中国式資本主義における市場の失敗」
問題であると思っている。中国は、「政府だか
らこそできること、政府でなければできない
こと」に精力を集中すべきである。そうしな
ければ民間の活力を発揮させることはできな
い。
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企業・小規模事業者の海外展開に関わる金融環境
等に関する調査事業最終報告書（2015）84頁参照。
16）童適平（2013）286頁参照。
17）中小企業庁事業環境部金融課『平成27年度中小
企業・小規模事業者の海外展開に関わる金融環境
等に関する調査事業最終報告書』。
18）独立行政法人国際協力機構と中国人民銀行「中
華人民共和国中小企業金融制度調査最終報告書」
（2005）70頁参照。
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